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研究要旨  

研究の目的：  

がん検診は大きく分けて任意型検診と対策型検診がある。任意型検診は個人が自分のがん死亡を

避けるため自己負担で行うものである。対策型検診は科学的に認められているガイドライン作成に

基づき集団でがん死亡率低下等利益が精密検査の侵襲等不利益を上回る判断がされた公共的な予

防対策である。対策型検診は次の 2 点を満たすことでがん死亡率減少が実現できる。①受けること

でがん死亡率が減少する検診（科学的根拠のある検診の手順書遵守）を行う。②がん検診の質を管

理して高い水準(感度、特異度や精密検査受診率維持)を保つ。しかし、手順書に基づく年齢、受診

間隔や検診以外を対策型検診とした市区町村が多く存在することが明らかになった。手順書通りに

行う指導の他に数字の根拠で指導できるのが、がん検診とがん登録データリンケージによる検診の

感度、特異度算出である。しかしながら、その統計数値の利用方法は確立されていない。したがっ

て、本研究では市区町村での統計数値の算出とその活用方法の検討実施をおこなうことを目的とす

る。さらに、職域でのがん検診とがん登録データリンケージの利用での課題を明らかにする。 

 

研究方法：  

今年度は、市区町村での統計数値の算出とその活用方法の検討をするために日本最大人口

を持つ横浜市における乳がん検診（2 年分 13 万件）、大腸がん検診（1 年分 15 万件）のリンケー

ジ (名寄せ )を行った。地域がん登録システムにおける外部照合を用いた名寄せで、自動同定および

目視による名寄せを実施した。また、がん検診ではほぼ確実に検診陰性例でのがん有りとなる症例

が存在するため、横浜市及び検診の委託を受ける横浜市医師会と統計指標発表の仕方を青森県や和

歌山県の先行事例を参考に行った。さらには、検診の感度・特異度に影響する因子のシステマティ

ックレビューを横浜市実施検診項目と比較しながら行った。他に、名寄せにはがん登録室への個人

情報付き検診データの提供が必要なため企業の個人情報管理に対して、多数の企業が求める情報資

産管理の一定の水準を満たす認証である P マークもしくは ISMS(Information Security 

Management System)の取得を検討し、ISMS 取得のための環境を整備した。  

 

結果と考察：  

乳がん検診と大腸がん検診の名寄せについては、前年度の行っていた予備的名寄せに加えて乳が

んは 2 年分、大腸がんは 1 年分行った。この名寄せの作業工程を整理することによって、横浜市規

模から他神奈川県下に広げるために自動一致、目視による照合、自動不一致の二つの閾値を設定す

ること及び名寄せの名前、住所、生年月日の表記のゆれを名寄せのために補正するシステム (クレン

ジングシステム )の開発を行える準備ができた。がん検診とがん登録データ名寄せによる統計指

標の公表によるマスコミ及び社会の反応及び検診事業自体への影響の問題を横浜市及び横

浜市医師会と共有することができた。このことにより, 今後公表資料を作成していく上で

単に報告書を納品するだけではなく三者が一体となって公表を如何に行うか進めることが

できる体制を作ることができた。検診では部位によって様々な質問項及び結果項目がある。

横浜市では特に、乳がん検診においてデンスブレストの項目が存在する。その他の項目も

システマティックレビューを行った。今後感度・特異度に影響する因子を同定するためロ

ジスティック多変量解析等の分析を行う。情報資産管理の認証については、全国がん登録

を担うがん登録室では、2019 年 4 月 30 日現在群馬県健康づくり財団が P マーク、国立がん

研究センターがん対策情報センターは ISMS 認証を受けている等が存在するが多くの全国が
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ん登録室では費用や人員の問題で取得していないのが現状である。今後は各都道府県単位

で企業からの個人情報を用いたデータ利用研究で障害となる可能性がある。  

 

結論：  

今年度の研究より、がん検診とがん登録データ名寄せによる統計指標算出のためには今後名寄

せ・クレンジングシステムの利用及び情報管理の整備の重要性を考える必要があることが考えれら

た。次年度は、名寄せ・クレンジングシステムの利用による名寄せとその分析を行い、ISMSの取得

を行う予定である。また、統計指標算出の折のマスコミ向けの検診の知識資料を作成する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

I．研究目的 

がん検診は大きく分けて任意型検診と対策型検診

がある。任意型検診は個人が自分のがん死亡を避

けるため自己負担で行うものである。対策型検診

は科学的に認められているガイドライン作成に基

づき集団でがん死亡率低下等利益が精密検査の侵

襲等不利益を上回る判断がされた公共的な予防対

策である。対策型検診は次の2点を満たすことでが

ん死亡率減少が実現できる。①受けることでがん

死亡率が減少する検診（科学的根拠のある検診の

手順書遵守）を行う。②がん検診の質を管理して

高い水準(感度、特異度や精密検査受診率維持)を

保つ。しかし、手順書に基づく年齢、受診間隔や

検診以外を対策型検診とした市区町村が多く存在

することが明らかになった。手順書通りに行う指

導の他に数字の根拠で指導できるのが、がん検診

とがん登録データリンケージによる検診の感度、

特異度算出である。しかしながら、その統計数値

の利用方法は確立されていない。したがって、本

研究では市区町村での統計数値の算出とその活用

方法の検討実施をおこなうことを目的とする。さ

らに、職域でのがん検診とがん登録データリンケ

ージの利用での課題を明らかにする。研究計画全

体の概念図を下記に示した。 

 

 

II．研究方法 

今年度は、市区町村での統計数値の算出とそ

の活用方法の検討をするために日本最大人口

を持つ横浜市における乳がん検診（2年分13万件）、

大腸がん検診（1年分15万件）のリンケージ(名寄

せ)を行った。地域がん登録システムにおける外部

照合を用いた名寄せで、研究補助員2名体制で自動

研究分担者 

浅野健人 大阪大学医学部付属病院未来医療

開発部臨床研究センター 特任准教授 

片山佳代子 神奈川県立がんセンター臨床研

究所がん予防・情報学部 主任研究員 

阪口昌彦 神奈川県立がんセンター臨床研究

所がん予防・情報学部 任期付研究員 

中村翔 山形大学医学部付属病院腫瘍内科 

病院助教 

堀口正之 神奈川大学理学部 教授 

宮脇梨奈 明治大学文学部 専任講師 
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同定および目視による名寄せを実施した。 

名寄せ結果を一般に向けて公表する場合、がん検

診ではほぼ確実に検診陰性例でのがん有りとなる

症例が存在するため、横浜市及び横浜市がん検診

の委託を受ける横浜市医師会と統計指標発表の仕

方を青森県や和歌山県の先行事例を参考に行った。

さらには、検診の感度・特異度に影響する因子の

システマティックレビューを横浜市実施検診項目

と比較しながら行った。他に、名寄せにはがん登

録室への個人情報付き検診データの提供が必要な

ため企業の個人情報管理に対して、多数の企業が

求める情報資産管理の一定の水準を満たす認証で

あ る P マ ー ク も し く は ISMS(Information 

Security Management System)の取得を検討し、

ISMS取得のための環境を整備した。 

 

III．今年度の成果 

乳がん検診と大腸がん検診の名寄せについて

は、前年度の行っていた予備的名寄せに加えて

乳がんは 2 年分、大腸がんは 1 年分行った。こ

の名寄せの作業工程を整理することによって、

自動一致、目視による照合、自動不一致の二つ

の閾値を設定すること及び名寄せの名前、住所、

生年月日の表記のゆれを名寄せのために補正す

るシステム(クレンジングシステム)の開発を行

える準備ができた。がん検診とがん登録デー

タ名寄せによる統計指標の公表によるマス

コミ及び社会の反応及び検診事業自体への

影響の問題を横浜市及び横浜市医師会と共

有することができた。このことにより, 今

後公表資料を作成していく上で単に報告書

を納品するだけではなく三者が一体となっ

て公表を如何に行うか進めることができる

体制を作ることができた。検診では部位に

よって様々な質問項及び結果項目がある。

横浜市では特に、乳がん検診においてデン

スブレストの項目が存在する。研究協力者

山形大学医学部医師高橋鴻志も参画しその

他の項目もシステマティックレビューを並

行して行った。今後感度・特異度に影響す

る因子を同定するためロジスティック多変

量解析等の分析を行う。情報資産管理の認

証については、全国がん登録を担うがん登

録室では、2019 年 4 月 30 日現在群馬県健

康づくり財団が P マーク、国立がん研究セ

ンターがん対策情報センターは ISMS 認証

を受けている等が存在するが多くの全国が

ん登録室では費用や人員の問題で取得して

いないのが現状である。今後は各都道府県

単位で企業からの個人情報を用いたデータ

利用研究で障害となる可能性がある。今年

度は、ISMS の構築のためコンサルタントと

契約し、文書整理や関係職員に関して教育

を行った。 

がん検診とがん登録データ名寄せによる

統計指標利用に関しては、検診の数理モデ

ルを構築がある。主には、システマティッ

クレビューを行った。オペレーションズリ

サーチ手法であるマルコフ決定過程やマイ

クロシミレーション等の先行文献があり、

オペレーションズリサーチ学会研究部会で

がん検診の数理モデルの研究の紹介を行っ

た。 

 

IV.考察及び今後の方針 
名寄せのシステム化は、横浜市規模から他神

奈川県下に広げるために必要である。なぜなら、

自動名寄せに頼り過ぎると自動的に照合の見逃

しが発生し、目視に頼ると人間のエラーが発生

する。さらに、がん検診データの質は市区町村

によって違うため、名寄せ項目の重みづけや名

前等の表記の揺れを高い質で保証する予定であ

る。 

がん検診とがん登録データ名寄せによる

統計指標の公表の公表資料の検討には、ハイ

ズ株式会社の石井洋介医師が研究協力者として

参画し、来年度は配布対象に応じた資料を作成

する。 

検診の質問項目や結果項目を活用した感

度・特異度等の統計指標の分析することに

より、統計学的に重要な因子を同定し、医

師を始めとする医療者と重要な因子を同定

することを検討する。 

検診の数理モデルの構成、推移法則の特

徴、ベルマン方程式の導出方法について停

止時刻を確率変数とした停止決定過程モデ

ルへの拡張等を予定している。 

 

V．結論 

今年度の研究より、がん検診とがん登録データ

名寄せによる統計指標算出のためには今後名

寄せ・クレンジングシステムの利用及び情報管理
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の整備の重要性を考える必要があることが考えら

れた。次年度は、名寄せ・クレンジングシステム

の利用による名寄せとその分析を行い、ISMSの取

得を行う予定である。また、統計指標算出の折の

マスコミ向けの検診の知識資料を作成する。 

VI．研究発表 

 なし 

 

VII．知的財産権の出願・登録状況 

 なし 


